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研究要旨 
本研究は、2011・2017 年度実施の「肝炎検査受検状況実態把握事業」の結果と比較することにより、

受検状況の経年的変化だけでなく、受検を認識していない人の特徴を覚えている人の特徴を明らかにし、
今後の肝炎ウイルス検査及び治療をさらに推進するための肝炎対策の基礎資料として活用すること、また
非認識受検率の低下に繋がる方策を明らかにすることを目的とした。 

なお、この調査は、厚生労働行政推進調査事業費補助金（肝炎等克服政策研究事業）「肝炎総合政策の
拡充への新たなアプローチに関する研究」（政策拡充班 考藤達哉）と合同で実施している。 

20～85 歳までの日本人 20,000 人を対象とした国民調査を実施した。郵送による調査票配布及び回収を
行った。対象者選定にあたり、各都道府県別の受検率を見込み受検率 50%、絶対精度 10%、回収率 30%
で算出可能なように設定し、全国から 250 自治体（各自治体対象 80 人）を抽出した。 

調査期間は令和 3 年 3 月 3 日（水）～令和 3 年 3 月 31 日（水）、白票等の無効票を除いた有効回収数
は 8,810 件（回収率 44.1％）であった。 

現時点では、回収が漸く修了し、暫定的な１次集計結果を得たところである。 
本報告では、暫定的な結果について示す。 
回答者の背景は、回答者全体では男性 40%（2017 年度 37％）、女性 48%（同 46%）、男女比は 1:1.22

（同 1:1.23）であり、前回 2017 年度調査とほぼ同様であった。 
各ブロック別の回答率は 36~46%であった。 
年齢階級別に回答者をみると、60 歳代・70 歳代 20%、50 歳代 16%など、50 歳以上が 6 割を占めてお

り、これも前回 2017 年度調査とほぼ同様であった。 
肝炎ウイルス検査を受検したものは、回答者全体では 23.7%（未補正値）であった。 
都道府県別に肝炎ウイルス検査を受検したものの割合は 18~36%であった。 
引き続き、令和 3 年度には非認識受検、認識受検に関わる要因や検査陽性者の医療機関受診後の行動に

ついての詳細な解析を行い、報告する予定である。 
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Ａ．研究目的 
平成 23 年度に「肝炎検査受検状況実態把握調

査」（国民調査）が実施され、B 型、C 型肝炎ウイ
ルス検査の認識受援率はともに 17.6%、非認識受
検も含めたトータル受検率はそれぞれ、B 型
58.4%、C 型 48.0%であった。その後の肝炎対策
の取り組みや国民の肝炎対策に関する現状を把握
するために、平成 29 年度に、同様の調査を行っ
た結果、認識受検率は HBV では 20.1%(2011 年
17.6%)、HCV では 18.7%(同 17.6%)であり、微増
傾向がみられた。一方、非認識受検を含めた受検
率は HBV では 71.0%(同 57.4%)、HCV では
61.6%(同 48.0%)であり、増加傾向がみられた。 

本研究は、全国民における肝炎ウイルス検査の
受検状況を把握するとともに、2011・2017 年度
実施の「肝炎検査受検状況実態把握事業」の結果
と比較することにより、受検状況の経年的変化だ
けでなく、肝炎ウイルス検査の受検促進のための
取組みがどのように国民に認知されているか／認
知されていないのか、受検を認識していない人の
特徴、結果が陰性であっても受検したことを覚え
ている人の特徴を明らかにし、また、認識受検者
のうち「検査陽性」であった者のその後の医療機
関受診状況を把握し、肝炎ウイルス検査の取組み
について、国民に対する正しい知識の普及啓発を
効果的に推進し、今後の肝炎ウイルス検査及び治
療をさらに推進するための肝炎対策の基礎資料と
して活用すること、また非認識受検率の低下に繋
がる方策を明らかにすることを目的とした。 

なお、調査票回収が令和３年 2 月であったた
め、本年度の研究報告書は調査方法と調査結果の
単純集計の結果までを掲載し、令和 3 年度に詳細
な解析結果を実施・報告する予定である。 

なお、この調査は、厚生労働行政推進調査事業
費補助金（肝炎等克服政策研究事業）「肝炎総合
政策の拡充への新たなアプローチに関する研究」
（政策拡充班 考藤達哉）と合同で実施してい
る。 
 
 
 

Ｂ．研究方法 
１．調査対象者 

対象者選定にあたり、各都道府県別の受検率を
見込み見込み受検率 50%、絶対精度 10%、回収
率 30%で算出可能なように設定し、全国から 250
自治体（各自治体対象 80 人）を抽出した。調査
期間は令和 3 年 3 月 3 日（水）～令和 3 年 3 月
31 日（水）、白票等の無効票を除いた有効回収数
は 8,810 件（回収率 44.1％）であった。各自治体
の選挙人名簿から層化二段階無作為抽出法により
選ばれた 20 歳～85 歳の日本人 20,000 件（250
自治体×80 件）を対象とし、郵送による調査票配
布及び回収を行った。 

２．調査項目 
調査項目は、採血結果の受け取りの有無、要精

密検査となった場合の行動、かかりつけ医につい
て、ウイルス性肝炎の認知、肝炎ウイルス検査の
受検経験、受検したことを覚えている理由、陽性
者の受信状況、未受検の理由と今後の意向、献
血・妊娠・出産・手術経験の有無、肝炎対策・受
検勧奨取り組みの認知状況、および QOL 調査で
用いられる EQ-5D-3L の質問項目について調査し
た。調査内容は別途【参考資料 調査票】に示
す。 

 

Ｃ．研究結果 
現時点では、回収が漸く修了し、暫定的な１次

集計結果を得たところである。本報告では、暫定
的な結果について示す。 

 
１．対象者の属性 

回答者全体の性・年齢分布を図 1 および 2 に示
した。 

回答者の背景は、回答者全体では男性 40%
（2017 年度 37％）、女性 48%（同 46%）であ
り、男女比は 1:1.22（同 1:1.23）であり、前回
2017 年度調査とほぼ同様であった。各ブロック
別の回答率は 36~46%であった。年齢階級別に回
答者をみると、60 歳代・70 歳代 20%、50 歳代
16%など、50 歳以上が 6 割を占めており、これ
も前回 2017 年度調査とほぼ同様であった。 
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図 1. 調査対象者（発送）および調査回答者（回収）の性別分布・年齢分布（令和２年度調査） 

 
２．肝炎ウイルス検査受検率 

都道府県別にみた肝炎ウイルス検査の受検状況
を図 2 に示した。肝炎ウイルス検査を受検したも
のは、回答者全体では 23.7%（暫定未補正値）で

あった。都道府県別の肝炎ウイルス検査を受検し
たものの割合は 18~36%であった。 

 

 

 
図 2. B 型または C 型肝炎ウイルス検査の受検率（暫定、検査の種類を覚えていないを含む） 

 
 

３．肝炎ウイルス検査を受検したことを覚えている
理由について 
肝炎ウイルス検査を受けたと答えた 2,085 人

に、受けたことを覚えている理由については、体
調・健康に関する理由（健康に関する情報が気に
なる 40.8%、自身の肝臓・肝機能が気になる

27.4%など）が 67.4%、偶然に関する理由（この
アンケートを受けて思い出した 23.6%、なんとな
く 17.0%など）が 51.1%、広報に関する理由（肝
臓や肝炎に関するニュース 20.8%、肝炎ウイルス
に関する広報を見たから 20.0%など）44.7%など
であった。 
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４．献血・手術・妊婦健診で肝炎ウイルス検査を行
っていることを認知度 
回答者全体 8,810 人のうち、献血の経験がある

ものは 50.8%（4,478 人）、大きな手術をしたこと
があるものは 33.4%（2,940 人）、女性の回答者
4,795 人のうち妊娠・出産の経験があるものは
75.9%（3,639 人）であった。 

献血経験のある 4,478 人のうち、献血された血
液に対して B 型肝炎ウイルス検査をしていること
を知っているものは 45.0%（811 人）、C 型肝炎ウ
イルス検査をしていることを知っているものは
40.7%（734 人）であった。 

手術経験のある 2,940 人のうち手術前に B 型・
C 型肝炎の検査を受けたと答えたものは 9.5%
（279 人）であった。 

妊娠・出産経験のある 3,639 人のうち、妊婦健
診で B 型肝炎ウイルス検査を行っていることを知
っていたものは 17.8%（648 人）、C 型肝炎ウイル
ス検査を行っていることを知っていたものは
14.0%（509 人）であった。 

 
Ｄ．考察・Ｅ．結論 

調査票回収が令和 3 年 2 月であったため、現時
点では、回収が漸く修了し、暫定的な１次集計結
果を得たところである。本報告では、暫定的な結
果について示す。令和 3 年度には非認識受検、認
識受検に関わる要因や検査陽性者の医療機関受診
後の行動についての詳細な解析を行い、報告する
予定である。 

 
Ｆ．健康危険情報 

なし 
 
Ｇ．研究発表 
1．論文発表 

なし 
 
２．学会発表 

なし 
 
 
 
 
 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
1．特許取得 

なし 
2．実用新案登録 

なし 
3．その他 

なし 
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